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【訪問リハビリテーション】 
 
（問４１）リハビリテーションマネジメント加算が本体加算に包括化された

が、定期的な評価や計画表作成は現在と同頻度必要か。 
（答） 

定期的評価等については従来通り行う必要がある。 
なお、今回の介護報酬改定に伴い、運営基準の解釈通知も改正し、リハビ

リテーション実施に当たっての留意点を追加したところであるので、参照さ

れたい。 
 
 
【居宅療養管理指導】 
 
（問４２）看護職員の居宅療養管理指導について、医師の訪問看護指示書が

必要か。 
（答） 

看護職員による居宅療養管理指導の必要性については、要介護認定の際に

主治医から提出される「主治医意見書」の「看護職員の訪問による相談・支

援」の項目のチェックの有無又は「特記すべき事項」の記載内容等により判

断されるのであり、現在の訪問看護のような指示書は必要でない。 
 
（問４３）要介護認定、要介護認定の更新又は要介護状態の区分変更の認定

に伴い作成された居宅サービス計画に基づく指定居宅サービスの提供

を開始してから２月の間に１回を限度として算定するとなっている

が、利用者の状態の変化に伴い居宅サービス計画が変更された場合は

該当しないと考えて良いか。 
（答） 

そのとおりである。 
 
（問４４）看護職員による居宅療養管理指導において実施する内容は何か。

診療の補助行為は実施できるのか。 
（答） 

看護職員による居宅療養管理指導は、療養上の相談及び支援を行うもので

あり、診療の補助行為を実施しただけでは、居宅療養管理指導費は算定でき

ない。 
 
（問４５）主治医意見書において「訪問看護」と、「看護職員の訪問による

相談・支援」の両方の項にチェックがある場合、どちらのサービスを




